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陳 情 文 書 表 

令７陳情第７号 令和７年２月６日受理 

件  名 従来（紙）の健康保険証の発行存続を求める意見書提出の陳情 

 

陳 情 者 

 

横浜市神奈川区鶴屋町２－２３－２ 

ＴＳプラザビルディング２階 

 神奈川県保険医協会 

  理事長 田辺 由紀夫 

陳 情 の 要 旨 

 マイナ保険証に対する国民の不安、不信は払拭されていません。毎日新聞と

社会調査研究センターが２０２４年１２月１４日と１５日に行った調査では、

マイナ保険証への移行に「不安を感じる」と答えた人が５２％で半数を超えて

います。 

 マイナ保険証の利用率が２０２４年１２月時点で２５．４２％と報じられて

いますが、この利用率はオンライン資格確認利用件数ベースであり、従来（紙）

の健康保険証でオンライン資格確認を行わなかったケースを含んでいません。

つまり、いまだに多くの患者が従来（紙）の健康保険証で受診している状況と

いうことです。 

 従来（紙）の健康保険証は最長で本年１２月１日まで使用できます。その後、

マイナ保険証の登録をしていない人には、保険証の代わりの資格確認書が申請

なしで交付されますが、これは「当分の間」の措置であり、将来にわたり申請

なしでの交付を約束するものではありません。資格確認書は従来（紙）の健康

保険証と機能的には同じで、刷新する必要がありません。むしろ制度変更によ

って余計な社会的混乱を招く危険性が高いと言えます。 

 我が国の医療保険制度は、「国民皆保険」制度を採っています。保険者は保険

料を支払う被保険者に対し、いかなる時でも確認可能な被保険者資格の証明書

類を発行する責任を負っています。従前の健康保険法等の施行規則では「被保

険者証を被保険者に交付しなければならない」との文言がありましたが、２０

２４年１２月２日以降、「被保険者は、その（被保険者の資格の確認に必要な書

面の）交付又は提供を申請しなければならない」と変更され、法令上その責任

が記載されなくなりました。そもそもマイナンバーカードの取得は任意である
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上、様々な理由により申請ができない方がおられる中で発行責任がなくなるこ

とはあってはなりません。 

 マイナンバーカードから保険資格を読み取るオンライン資格確認のシステム

は、保険者の異動などのタイムラグで「資格なし」とされる事例のほか、患者

と医療機関との軋轢なども含めて多くのトラブルが起こっています。患者が１

０割負担を請求された事例もあり、医療へのアクセス阻害につながりかねませ

ん。 

 またマイナ受付への対応のため、設備更新や事務負担増加などにより、閉院

という選択を取らざるを得ない医療機関も生まれています。 

 世間では、マイナ保険証はなりすまし防止の対策になるとの主張を見かけま

す。しかしながら、保険証によるなりすましの実態は、厚生労働省も把握して

いません。また、いわゆる医療機関のマイナ受付では顔認証以外の暗証番号に

よる本人確認もでき、悪意のある使用者が暗証番号を共有すれば簡単になりす

ますことができてしまいます。効果のない対策のために、医療にかかる国民の

権利を阻害するべきではありません。 

 以上の点から、１２月２日に発行停止とした従来（紙）の健康保険証は存続

させるべきだと考えます。つきましては、次の事項について、地方自治法第  

９９条の規定に基づき、国に対して意見書を提出していただきたく陳情いたし

ます。 

 

 陳情事項 

 国に対し、昨年１２月２日に発行停止とした従来（紙）の健康保険証につい

て、発行の存続を求める意見書を提出すること。 

 

 

 

 

 


